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1. 研究背景と目的 

 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震におい

て，東京ガス（株）の供給エリアでは，耐震性の低

い一部の低圧ガス導管に被害が発生した．低圧ガス

導管の設備区分を図-1に示す．東京ガスでは，リア

ルタイム地震防災システム SUPREME
1)を導入して

おり，供給エリア内に設置されている約 4000箇所の

SI センサーによって収集された地震動情報を用い

て，ガス導管の被害を推定する機能を有している． 

このような地震防災システムは，発災直後の災害

対応体制を確立するのに有用であるが，被害予測の

精度が悪い場合は，災害対応に遅れが生じ混乱を助

長してしまうことも懸念される．そこで，本研究で

は，地震発生直後に東京ガスに寄せられる漏洩通報

情報に基づき，被害予測結果を更新する手法を構築

することを目的とする．  

 

 

2. 分析対象データ 

 本研究では，2011年東北地方太平洋沖地震の際に

電話で東京ガスに寄せられたガス漏洩の通報データ，

SUPREMEによって推定された 50mメッシュごとの

SI値分布，管路延長データ，管路被害データを使用

した．また，被害予測結果の更新は Lブロック単位

で行った．ガス漏洩の通報データには，ブロック番

号，住所，設備区分名，管材質名，口径，故障原因

名など 20項目が取りまとめられている．ガス導管の

被害データは，被害位置，設備区分，管種，接合方

法など 10 項目が取りまとめられている．また，管

種・接合方法ごとにガス導管の延長が 50mメッシュ

単位でまとめられている． 

 

 

 

3. 被害予測の更新手法の検討 

3.1 既往研究 

能島ら 3)は，地震動情報と実被害情報の統合処理

による被害推定の逐次更新手法を提案し，緊急対応

を支援する数理モデルを構築している．全要素数𝑀𝑇

の構造物群において，被害が独立，一様，ランダム

に発生すると仮定する．被害の程度が有無（〇か×）

の二段階で区別され，被害発生数 nが被害確率 pの

二項分布に従うものと仮定する．さらに，地震直後

にリアルタイムで得られる地震動強さの情報と被害

推定式に基づいて被害確率 pの即時推定が行われ，

その平均値𝜇𝑝，標準偏差𝜎𝑝が与えられているとする． 

 いま，𝑀0個の調査をしたところ，𝑛0個の被害が明

らかになったものとすると，被害確率 pの逐次更新

された事後平均値𝜇𝑝’，標準偏差𝜎𝑝’は次式となる． 
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𝑀0’と𝑛0
′ (いずれも一般に非整数)は「仮設事前標本」

と呼ばれ，被害確率の事前分布は𝑀0’個あたり𝑛0
′個

の被害が確認されたことと等価であると解釈される．

この手法を用いることで，時々刻々と入手される被

害の確認情報を使って初期の推定結果を逐次更新す

ることが可能になり，被害の全体像を概略推定する

ことができる． 

 

3.2 ガス導管の被害予測結果の更新への適用 

 既往研究の手法をガス導管の被害予測結果の更新

へ適用する．一般に，ガス導管の被害率は導管 1km

あたりの被害数として定義される 1)．しかし，需要

家からの漏洩通報データの活用を考えた場合，導管

延長を基準とした被害率のままでは扱いにくい． 

そこで，全てのガス導管の被害は最も近傍の需要

図-1 低圧ガス導管の設備区分 
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家によって検知されるものと仮定し，地震動強さと

被害推定式による被害確率の平均値p を式(5)のよ

うに定義した．  

μp = 𝑁 𝑀𝑇                                  ⁄ (5) 

ここで，𝑀𝑇は Lブロックごとの開栓数（需要家数）， 

Nは地震直後の推定被害数を Lブロック単位で集計

したものである．ここで，推定被害数は本支管，供

給管，灯外内管，灯内内管の被害の合計値とする．

本支管の被害数は，SI値と管路延長に基づき被害予

測式で推定する 1)．また，供給管と灯外内管の被害

数の合計は本支管の 10倍，灯内内管の被害数は本支

管の 10倍と仮定した．Lブロックごとの漏洩通報件

数を式(1)，(2)の n0とみなせば，M0を適切に仮定す

ると，式(1)～(4)によって被害予測結果を更新するこ

とができる． 

  

4. 被害予測結果の更新 

本研究では，7日分の漏洩通報データに基づき，

ガス導管の被害予測結果を 1日単位で更新する．7

日間かけて全ての需要家が一様に調査されたものと

仮定し，1日あたりの調査済み数M0をMT/7とした．

また，被害予測の変動係数を 0.6と仮定した． 

図-2 に，(a)地震直後の被害予測結果，(b)更新さ

れた被害予測結果（3日後），(c)実際の被害数を地図

表示する．さらに，図-3に Lブロックごとの 3日後

の推定被害数と実被害数を比較する． 

漏洩通報データに基づき被害予測結果が更新さ

れ，実被害数に近づいていることがわかる．3 日後

の更新結果によると，実際の被害確率が予想被害確

率μp′ ± 𝜎𝑝′の範囲内に含まれる Lブロックは 22%に

達した． 

 

5. まとめと今後の課題 

 本研究では，東北地方太平洋沖地震発生後の漏洩

通報データを用いて，ガス導管の被害予測結果を更

新する手法を構築した．漏洩通報が充分にある Lブ

ロックは適切に被害予測結果が更新され，実際の被

害数を精度良く再現することがわかった．今後は，

漏洩通報の少ないブロックの被害予測結果を，近傍

のブロックの漏洩データに基づき更新するなどの方

法を検討する必要がある． 
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 (a)地震直後の被害予測結果 

 

(b)更新された被害予測結果(3日後) 
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図-2 被害予測結果の更新の地図表示 
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図－3 推定被害数と実被害数の関係(3日後) 
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